
素材産業の国際競争力強化
に向けた戦略

令和７年7月

素材産業課



１．素材産業の概観

２．GXの加速に向けた施策動向

３．経済安全保障にかかる施策動向

４．分野別投資戦略各論（化学、セメント、紙・パルプ）
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素材産業の主なサプライチェーン

• 自然界の物質を加工し、製品製造に使いやすい素材に変え、付加価値をつけ

て提供。
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製造業における素材産業の位置づけ

• 素材産業は、事業所数、従業者数、製造品出荷額等、付加価値額が製造業全体の
約２割を占める。自動車に次ぐ製造業第２位の規模。

（注）素材産業は、日本標準産業分類の製造業のうち、以下の合計
①化学工業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業（化学産業）、②パルプ・紙・紙加工品製造業（紙・パルプ産業）、③窯業・ガラス・同製品製造業（ガラス産業）
④セメント・同製品製造業（セメント産業）、⑤耐火物製造業、炭素・黒鉛製品製造業、研磨材・同製品製造業、骨材・石工品等製造業（その他窯業品産業） ※（）内は略称

（出典）2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）より作成
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素材分野の需給動向（エチレン、セメント、紙・パルプ）

＜国内エチレン生産能力＞ ＜国内紙・板紙需要量＞

＜建設投資額（名目値）とセメント販売量＞
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＜出典＞
左 ：生産動態統計、貿易統計より経済産業省作成
右上：日本製紙連合会HP
右下：国土交通省建設投資見通し、セメントハンドブック（（一社）セメント協会）より経済産業省作成

• 人口減少などを背景に、国内需要は緩やかに減少傾向。
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• 基礎化学品（エチレンなど）；世界需要は引き続き伸長。

• 半導体（機能性化学品）；2030年には市場規模100兆円に達する見込み。

国際市場の動向

＜出典＞経済産業省素材産業課「世界の石油化学製品の今後の需給動向」
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6＜出典＞新エネルギー・産業技術総合開発機構「2022年度日系企業のモノとITサービス、ソフトウェアの国際競争ポジションに関する情報収集」調査結果（2021年度実績）を基に経済産業省が作成。

素材産業の国際的競争環境（日本の機能性化学品の市場ポジション）
世

界
市

場
規

模
 (

円
)

日系企業の世界シェア (％)

売上高1兆円ライン

高機能材の例

（日系シェア、日系売上高）

・GaN基板
（96％、480億円）

・配向膜材料
（92％、403億円）

・フォトレジスト ArF
（87％、749億円）

・炭素繊維 ピッチ系
（85％、145億円）

・カラーレジスト
（71％、995億円）

・黒鉛電極
（65％、2,772億円）

・半導体用ターゲット材
（63％、368億円）

・炭素繊維複合材料
（61％、731億円）

• 高機能材とは、感光性、強磁性、高導電率、絶縁性、高遮熱性、反応促進性能など、一定の機能
の高さに着目して使用される材料を指す。高機能材は、エチレンやプロピレンなど基礎化学品を
結合させることで製造される。

• 高機能材は、市場規模は小さいものの、日本企業が高いシェアを持つものが少なくない。

• 自動車、家電、工作機械、医薬品などの最終製品においても、樹脂・ゴム・塗料などの多様な部
素材を化学メーカーが供給している。

凡例 (バルーンサイズは売上額の大きさ)
● 最終製品（エレクトロニクス系）

● 最終製品（自動車）

● 部材（エレクトロニクス系）

● 部材（自動車）

● 医療・バイオ系

● その他



MI(ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ･ｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ)による新材料開発と社会実装の加速

デジタル化と人材確保

学習 予測

AI 最適な「材料組成」や
「反応条件」を発見

「新素材の発見」

反応物の分子構造の
豊富な数値データ

①ハイスループット自動実験

従来収率30-40%程度

例．バイオマスからタイヤを作る「スーパー触媒開発」

②データ駆動型の学習（MI）
MI活用

 世界最高収率(60~70％)
 実験ループを20分の１に短縮
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備考：2011年は、東日本大震災の影響により、全国集計結果が存在しない。分類不能の産業は非製造業に含む。
資料：総務省「労働力調査」（2022年3月）

製造業における若年就業者（34歳以下）の推移

• 付加価値の創造、世界トップの生産技術を実現する人材を確保・育成し続ける必要。

• 開発・生産における効率化とイノベーション創出に向け、デジタル化を最大限活用。
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日本の素材産業のCO₂排出の現状

出所：国立研究開発法人 国立環境研究所 日本の温室効果ガス排出データ（1990~2020年度）確報値を基に作成

製造業
36%

運輸
18%

家庭
16%

第三次産業
17%

エネルギー
7%

その他
6%

国内部門別CO₂排出量1, 2 製造業の業界別CO₂排出量3

CO₂総排出量
2020年度

1,044百万トン

鉄鋼
35%

化学
16%

窯業・セメント

16%

機械
12%

製紙・パルプ 5%

食品飲料 5%

非鉄金属 4% その他
7%

CO₂総排出量
2020年度

371百万トン

1: CO2の部門別排出量【電気・熱配分後】データを使用
2: 製造業部門は、「エネルギー起源/産業/製造業」と「非エネルギー起源/工業プロセス及び製品の使用」の合算値
3: 化学部門は、 「エネルギー起源/化学（含石油石炭製品）」と「非エネルギー起源/化学産業」の合算値、窯業セメント部門は、 「エネルギー起源/窯業・土石製品（セメント焼成等」と「非エネルギー起源/鉱物産業」の合算値

約6,200万t

セメント産業
約4,000万t

約2,000万t

• 我が国のCO₂排出のうち、製造業が占める割合は36%。

• 製造業のCO₂排出のうち、素材産業（鉄鋼、化学、窯業・セメント、紙・パル

プ業）で7割強。産業部門の38％削減に向けて、素材産業のGXが不可欠。



１．素材産業の概観

２．GXの加速に向けた施策動向

３．経済安全保障にかかる政策動向

４．分野別投資戦略各論（化学、セメント、紙・パルプ）
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2050CNに向けた国内施策の方向性

• GXに向けた投資の予見可能性を高めるため、GXの取組の中長期的な方向性を官民で
共有すべく、GX推進戦略を改訂し、本年２月に「GX2040ビジョン」を策定した。

• これまでに段階的なカーボンプライシングの導入を進めてきた。本年５月に改正ＧＸ
推進法が成立し、排出量取引制度を26年度より本格稼働させる。

• GXを推進する柱の一つとなるサーキュラーエコノミーの実現に向けた制度基盤の整
備として、資源有効利用促進法を改正し、再生資源の利用義務化等を定めた。
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排出量取引制度を26年度より本格稼働
• GXリーグにおいて23年度より排出量取引制度を試行的に実施
• 26年度からの本格稼働に向け、必要な制度整備を盛り込んだGX推進法改正案を閣議決定

（25年2月）

GX経済移行債の発行（24年2月）
• 世界初の国によるトランジション・ボンドとして発行（国内外の金融機関から投資表明）

『分野別投資戦略』（23年1月とりまとめ、24年12月改訂）
• 10年間に20兆円規模の大胆なGX投資促進の実行
• 「産業」「くらし」「エネルギー」各分野での投資加速に向け、16分野で方向性と

規制・制度の見通し、GX経済移行債を活用した投資促進策を提示（国の長期・複数
年度コミットメントによる補助金、生産・販売量に応じた税額控除等）

GX推進機構業務開始（24年7月）
• 新たな金融手法の実践（GX投資への債務保証等）

CPの導
入
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10年間に150兆円超の官民ＧＸ投資を実現・実行
• 成長志向型カーボンプライシング構想を具体化・実行

ＧＸ投資

成
長
志
向
型
Ｃ
Ｐ
構
想

資源循環
資源循環促進
• 再生材の利用に関する計画の提出及び定期報告
• 特に優れた環境配慮設計（解体・分解しやすい設計等）の認定制度の創設

25
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成
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改
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源
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利
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促
進
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【参考】GX投資支援策の主な実行状況
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革新技術
開発

既に１兆円
規模を措置

・排出量を半分以下に削減する「革新電炉」、ケミカルリサイクル・バイオリファイナリー・
CCUS等

・家庭の断熱窓への改修（住宅の熱の出入りの７割を占める窓の断熱性を強化）

・高効率給湯器（ヒートポンプ等）の導入

・電動車/蓄電池の導入支援 等

・水素等の価格差に着目した支援策 等

・中小企業等の省エネ支援（３年間で7,000億円規模を措置）
・GXスタートアップ支援（５年間で2,000億円規模を措置） 等

多排出産業
の構造転換

くらしGX

水素等

中小企業・
スタートアップ等

10年間で
1.3兆円~

３年間で
２兆円～

15年間で
３兆円~

3~5年間で
１兆円～

税制措置
・グリーンスチール、グリーンケミカル、SAF、EV等の生産・販売量に応じた税額控除を
新たに創設

次世代再エネ
10年間で
１兆円~

・脱炭素効果の高い革新的技術開発を支援する「グリーンイノベーション基金」

による代表例：

①次世代太陽電池（ペロブスカイト）について開発を進め、25年から市場投入

②水素還元製鉄について実証機導入は26年から開始

③アンモニア専焼に成功し、マレーシアで26年から商用化（MOU締結）等

※ アンモニア船のR＆D支援（加えて、ゼロエミッション船等への生産設備支援）あり。

・革新的GX技術創出事業(GteX)により大学等における基盤研究と人材育成を支援

・電力消費を抜本的に削減させる半導体技術（光電融合）の開発支援 等

年間数兆円規模の再エネ導入支援策（FIT制度）等に加え、
・ペロブスカイト、浮体式洋上風力、水電解装置等のサプライチェーン構築支援と、
ペロブスカイトの導入支援の検討 (GI基金に加え、10年間で1兆円規模を措置）

第11回GX実行会議資料より抜粋
（令和6年5月13日）
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排出削減が困難な産業におけるエネルギー・製造プロセス転換支援事業

＜GXに向けた投資による競争力強化の方向性＞

外需獲得を中心とする輸出型の事業においては、付加価値領域に対するグリーン化を志向し、必

要となるグリーンな化学製品の供給力の確保を通じて、国際競争力の維持・強化を図る。それに向

けて、既存のサプライチェーンの枠を超えて、グリーン製品を創出しやすいマーケットイン型への更なる

推進につなげる。

一方、内需を中心とする事業においては、脱炭素化と国内社会インフラの維持の両立を目的とし

て、時間軸に十分留意しながら、グリーン化と原価低減の両立を目指す。特に、内需動向を見越し

た事業転換や企業連携、工場の立地の適正化など、これまでの枠に捉われない企業行動を通じて、

国内産業の更なる強化を目指す。

• 化学、紙パルプ、セメント等の排出削減が困難な産業において、自家発電設

備等の燃料転換や製造プロセス転換に必要な設備投資に要する経費の一部を

補助し、GXを後押しする予算事業を令和６年度から実施。令和７年度の予算

事業については公募中。

※公募期間 令和7年6月13日～令和7年8月8日



事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

2050年カーボンニュートラルに向けて、鉄、化学、紙パルプ、セメント等
の排出削減が困難な産業において、エネルギー・製造プロセスの転換を
図り、排出量削減及び産業競争力強化につなげることを目的とする。

成果目標・事業期間

短期的には、製造プロセスを革新し排出を抑えつつ、グリーンかつ
高付加価値な製品等の創出に向けた投資を促すことを目指す。

最終的には、本事業による投資を呼び水とし、今後10年で官民
投資8兆円、国内排出削減4千万トン以上を目指す。

事業概要

排出削減が困難な産業における排出量削減及び産業競争力強
化につなげるため、いち早い社会実装に繋がる下記に係る設備投
資等を支援する。

（１）製造プロセス転換事業

多くのCO2排出を伴う従来の製造プロセスから、新たな低排出な
製造プロセスへ転換するため、下記に係る設備投資等を支援する。
 ①鉄鋼
    ・従来の高炉・転炉から大幅に排出を削減する革新的な電炉

への 転換、水素を活用した製鉄プロセスの導入
②化学

・廃プラスチック等を活用しナフサ原料の使用量を低減するケミ
カルリサイクルへのプロセス転換
・植物等から製造され、ライフサイクルを通じた排出量が低いバ
イオ原料への原料転換

 ③紙パルプ
・化石燃料由来製品等の代替素材となる可能性を有している
木質パルプを活用したバイオリファイナリー産業への転換      等

（２）自家発電設備等の燃料転換事業

石炭等を燃料とする自家発電設備・ボイラー等において、大幅な
排出削減に資する燃料への転換

補助
（1/3等）

民間企業等 民間企業等国

補助
（定額）

※対象者の選定にあたっては、真に産業競争力の強化につなが
るよう、支援対象者に以下の趣旨の内容等を求めることとする。
・企業トップが変革にコミットしていること
・将来の自立化も見据えながら、自ら資本市場から資金を呼び
込めること
・市場の需要家を巻き込む努力をしていること       等

排出削減が困難な産業におけるエネルギー・製造プロセス転換支援事業
国庫債務負担行為含め総額 4,247億円
※令和7年度予算額256億円（327億円）

GXグループ 脱炭素成長型経済構造移行投資促進課

製造産業局 金属課、素材産業課
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補助事業 燃料転換・原料転換の公募要件

• 対象経費は、設計費、建物等取得費、設備費、システム整備費等。

既存建物、設備機械装置の撤去費等は補助対象経費に含まない。

燃
料
転
換

製
造
プ
ロ
セ
ス

転
換

構
造
転
換

補助率 化学 紙パルプ 窯業（セメント等）

1/3

1/3

1/2

【自家発等（蒸気ボイラ含む） 】
• 石炭等の化石資源を燃料の中心とする発電能力が3万kW以上の自家発電設備
• CO2削減率50％以上（エネルギー由来）

【ケミカル】
• 生産量4万トン/年以上
【バイオケミカル】
• 生産量3万トン/年以上
【CCU】
• 生産量4万トン/年以上

【共通】
• LCAでのCO2削減率50％以上

（各企業が採用するカウント手法）
• 自らオフテイカー（ブランドオーナー、最終
製品メーカー）を獲得することでSCを強靭
化すると共にマーケットイン型の体制を志向
すること

【適切な産業集積の再構成と脱炭素を進める設備投資】

• 燃料転換、原料転換を行うことに加え、自ら経営効率化を図りGX投資の原資を積極的に確保し、持続的にGXを推進すること

【クラッカー】
• CO2削減率50％以上

（エネルギー由来）

• CO2回収型セメント製造設備投資
⇒足元GI基金で対応、2030年以降で
措置想定

NANA

【工業炉】
• 補助金交付申請額（当該工業炉の補助対象経費*補助率）が40億円以上
• CO2削減率50％以上（エネルギー由来）

【共同火力発電設備等】
• 発電設備等：化学・紙パルプ・セメント等向けに供給される発電能力が3万kW以上など
• 受電設備等：化学・紙パルプ・セメント等に属する者が所有など
• CO2削減率50％以上（エネルギー由来）

14
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具体的審査内容について

事業計画

① 将来の産業構造を見据えた全社戦略（内需、外需のいずれを獲得していくか、当該事業
毎に区分のうえその打ち手を明記）

② 市場のターゲット（用途市場、想定顧客、販売量、提供製品、最終製品）
③ 原料調達計画（調達量、調達先・交渉状況、調達スケジュール）
④ プロダクトアウト型からマーケットイン型の商材にするためのサプライチェーンの強靱化
⑤ 商用生産開始に至る投資計画

CO2削減効果
① CO2削減量と削減率
② その導出過程

補助の必要性
① IRR（内部収益率）と投資回収期間（補助有り無しの比較）
② 大規模投資かどうか（総事業費／売上高、総事業費／EBITDA）

経営層のコミット
① 社内での事業推進体制
② 経営者等による事業への関与（例：経営者等による具体的活動方針（人材・設備・資

金の投入方針など）、モニタリング、評価・報酬への反映）

• 補助後に自走するかたちでビジネスが展開されるよう、特に、グリーン化し

た場合の生産物のオフテイカー確保に関する戦略（サプライチェーンの強靭

化を含む）、原料調達計画などを重点的に審査。



戦略分野国内生産促進税制の制度設計について

本税制のうち、GX分野ごとの税額控除額

大胆な国内投資促進策とするための措置

⚫ 戦略分野ごとの生産量に応じた税額控除措置

➢ 戦略的に取り組むべき分野として、産業競争力強化法に対象分野を法定

➢ 本税制の対象分野のうちGX分野については、GX経済移行債による財源を活用

⚫ 制度開始から2027年3月31日までに、産業競争力強化法に基づいたエネルギー利用環境負荷低減事業適応
計画の認定を受ける必要

⚫ 事業計画の認定から10年間の措置期間（＋最大４年の繰越期間）

⚫ 毎事業年度、法人税額の最大40%を控除可能

GX分野 控除額

電気自動車等
EV・FCV 40万円/台

軽EV・PHEV 20万円/台

グリーンスチール 2万円/トン

グリーンケミカル 5万円/トン

SAF 30円/リットル

（注）競争力強化が見込まれる後半年度には、控除額を段階的に引き下げる。（生産・販売開始時から8年目に75％、9年目に50%、10年目に25%に低減） 16
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（参考）戦略分野国内生産促進税制 グリーンケミカル

⚫ グリーンケミカルの控除対象は、産業競争力基盤化商品に関する省令で規定する、化石燃料
に由来するものを除いた基礎化学品。

⚫ 具体的な対象は以下の通り。

✓ メタノール

✓ エチレン

✓ アセチレン

✓ エタノール

✓ プロピレン（異性体含む）

✓ ブチレン（異性体含む）

✓ ブタジエン

✓ ペンテン（異性体含む）

✓ ペンタン（異性体含む）

✓ イソプレン（異性体含む）

✓ ベンゼン

✓ ヘキセン（異性体含む）

✓ ヘキサン（異性体含む）

✓ トルエン

✓ ヘプテン（異性体含む）

✓ ヘプタン（異性体含む）

✓ キシレン（異性体含む）

✓ オクテン（異性体含む）

✓ オクタン（異性体含む）

✓ スチレン

✓ イソノナン（異性体含む）
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【参考】独占禁止法の運用における予見可能性の向上

◼ 公正取引委員会は、具体的な相談事例や事業者･関係省庁等との意見交換を踏まえ、予見可能性の向上の
ため、2024年4月にガイドライン（※）の改定版を公表。

◼ 市場の実態や脱炭素の効果を踏まえた対応を採る考え方の更なる明確化や想定例の追加を実施。
関係省庁との連携、情報交換が問題とならない場合、共同廃棄が認められる場合等について明確化。

◼ 引き続き企業の相談に積極的に対応。また、企業や関係省庁と対話しながら、継続的にガイドラインを見直す。

GXに向けた複数社連携の流れと取組を進めるに当たって懸念される障害・今回の改定の関係

（※）「グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法上の考え方」

事業者間で数量、コスト等の競争手段の重要事項を相互が把握すること
が、独占禁止法上問題となるのではないかという懸念を生じさせる可能性。

情報交換 ⚫サプライチェーン全体への影響、排出削減効果等を踏まえて、構造転換の戦略を検討。
⚫ エネルギー・原材料の投入量、生産量、生産能力、コスト等の踏み込んだ情報の共有が必要。

企業結合共同廃棄共同調達 共同物流/
共同開発等

⚫共同調達・共同物流等で
コスト低減、安定供給の確保。

⚫脱炭素のための設備更新等のため、
既存設備の共同廃棄が必要。

⚫共同行為ではなく、企業結合
により事業を再構築。

問題とならない場合
（情報遮断措置等）を明記。

脱炭素に向けた共同行為は、
企業結合と同様の市場画定で判断。

共同廃棄であっても、
問題とならない場合があることを明記。

市場シェア100％の統合が認め
られる事例を明記。

中長期的な市場構造の変化が考慮され得る点や、関係省庁からの情報提供を踏まえて判断することを明記。

安定的・効率的な調達に繋がる一方で、
独占禁止法上問題となるのではないかという懸念を
生じさせる可能性。

生産設備の共同廃棄は、原則として
独占禁止法上問題となる行為に該当。

市場シェア・順位等次第で独占禁止法上
問題となるのではないかという懸念を生じさ
せる可能性。

（参考）公正取引委員会報道発表資料（令和6年4月24日）https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/apr/240424_green.html

第11回GX実行会議資料より抜粋
（令和6年5月13日）

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/apr/240424_green/240424_doc02.pdf
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/apr/240424_green.html


⚫ 東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故からまもなく14年が経過するが、東京電力福島
第一原子力発電所事故の経験、反省と教訓を肝に銘じて取り組むことが、引き続きエネルギー政策の原点。

⚫ 足下、ALPS処理水の海洋放出、燃料デブリの試験的取出し成功等の進捗や、福島イノベーション・コース
ト構想の進展もあり、オンサイト・オフサイトともに取組を進めているところ。政府の最重要課題である、福島の復
興・再生に向けて最後まで取り組んでいくことは、引き続き政府の責務である。

１．東京電力福島第一原子力発電所事故後の歩み

２．第6次エネルギー基本計画策定以降の状況変化

⚫ 他方で、第6次エネルギー基本計画策定以降、我が国を取り巻くエネルギー情勢は、以下のように大きく変
化。こうした国内外の情勢変化を十分踏まえた上でエネルギー政策の検討を進めていく必要。

– ロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の緊迫化などの経済安全保障上の要請が高まる。

– DXやGXの進展に伴う電力需要増加が見込まれる。

– 各国がカーボンニュートラルに向けた野心的な目標を維持しつつも、多様かつ現実的なアプローチを拡大。

– エネルギー安定供給や脱炭素化に向けたエネルギー構造転換を、経済成長につなげるための産業政策
が強化されている。

３．エネルギー政策の基本的視点（S+3E）

⚫ エネルギー政策の要諦である、S+3E（安全性、安定供給、経済効率性、環境適合性）の原則は維持。

⚫ 安全性を大前提に、エネルギー安定供給を第一として、経済効率性の向上と環境への適合を図る。
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エネルギー基本計画の概要



⚫ エネルギー危機にも耐えうる需給構造への転換を進める観点で、徹底した省エネの重要性は不変。加えて、今
後、2050年に向けて排出削減対策を進めていく上では、電化や非化石転換が今まで以上に重要となる。
CO2をどれだけ削減できるかという観点から経済合理的な取組を導入すべき。

⚫ 足下、DXやGXの進展による電力需要増加が見込まれており、半導体の省エネ性能の向上、光電融合など
最先端技術の開発・活用、これによるデータセンターの効率改善を進める。工場等での先端設備への更新支
援を行うとともに、高性能な窓・給湯器の普及など、住宅等の省エネ化を制度・支援の両面から推進する。トップ
ランナー制度やベンチマーク制度等を継続的に見直しつつ、地域での省エネ支援体制を充実させる。

⚫ 今後、電化や非化石転換にあたって、特に抜本的な製造プロセス転換が必要となるエネルギー多消費産業につ
いて、官民一体で取組を進めることが我が国の産業競争力の維持・向上に不可欠。

４．2040年に向けた政策の方向性

⚫ DXやGXの進展による電力需要増加が見込まれる中、それに見合った脱炭素電源を国際的に遜色ない価
格で確保できるかが我が国の産業競争力に直結する状況。2040年度に向けて、本計画と「GX2040ビジ
ョン」を一体的に遂行。

⚫ すぐに使える資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれるなどの我が国の固有事情を踏まえれば、エネルギー安
定供給と脱炭素を両立する観点から、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入するとともに、特定の
電源や燃料源に過度に依存しないようバランスのとれた電源構成を目指していく。

⚫ エネルギー危機にも耐えうる強靭なエネルギー需給構造への転換を実現するべく、徹底した省エネルギー、製
造業の燃料転換などを進めるとともに、再生可能エネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭
素効果の高い電源を最大限活用する。

⚫ 2040年に向け、経済合理的な対策から優先的に講じていくといった視点が不可欠。S+3Eの原則に基づき、
脱炭素化に伴うコスト上昇を最大限抑制するべく取り組んでいく。

５．省エネ・非化石転換

20



【参考】製造業における排出削減努力の見える化・インセンティブの付与について

21

部素材や組立工程の脱炭素により上流のCO2排出量が削減

例）鉄鋼メーカーによる削減実績

低炭素な
製造方法で、
車体用鋼板
を製造

例）自動車メーカーによる削減実績

車両組立工
場の稼働電
力を、再エネ
に転換

例）化学メーカーによる削減貢献

樹脂部品のリ
サイクルによっ
て、廃棄時
CO2を回避

原材料製造 組立 使用段階 廃棄
削減前のカーボンフットプリント
(kgCO2e)

例）ガソリン内燃車のライフサイクル排出量(カーボンフットプリント)のイメージ

上流・下流における排出量の
削減の例

資源循環により下流のCO2排出量が削減

◼ 製造業の脱炭素化を促進するにあたっては、原材料や組立などの上流工程や、リサイクル・資源循環といった下流

工程で実現したCO2削減が、最終製品の脱炭素評価に組み込まれていないという課題が存在。その結果として、

コストが高い脱炭素投資の回収の見込みが立ちにくい状況。

◼ 評価指標として、自社内の排出量を削減した製品単位の排出削減（削減実績量）や、自社外ではあるが、ライ

フサイクル全体で排出削減された製品単位の排出削減（削減貢献量）を位置づけ、GX価値の見える化や評価

基準の国際標準化など、GX価値を有する製品が選好されるような市場環境の整備を進めていく 。

削減実績量 削減貢献量

（参考）産業競争力強化及び排出削減の実現に向けた需要創出に資するGX製品市場に関する研究会

第11回GX実行会議資料より抜粋
（令和6年5月13日）

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_product/index.html
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GX率先実行宣言の対象製品・サービス

自律的に需要が立ち上がらない製品を念頭に、GX促進の観点から政策的に社会実装促進の必要があるとしている
GX製品のうち、以下の３つをすべてを満たすものを対象とする。

1. 当該GX製品・サービス（GX製品を利用したサービス等をいう）の利用により、利用者のScope1～3の
いずれかにおいて削減効果があり、我が国のGXに貢献するもの

2. 当該GX製品の製造のために、従来製品の製造とは異なる設備投資等を必要とするもの

3. 該当性を一義に判断できること

対象の考え方

上記の3つの要件を満たす、政府による中長期的支援措置の対象製品、すなわち産業競争力基盤強化商品、水素社
会推進法に基づく低炭素水素等、GI基金支援対象技術の活用によって作られる製品を宣言の対象とする。

GX市場創造にはサプライチェーン全体での取組が重要なことから、上記製品を使用して製造された製品又は提供された
サービスも、宣言の対象※1,2に含める。

※1政府による中長期的措置が講じられる前に事業者が果敢に先行投資した結果生産される製品で、現時点で政府による中長期的措置が講じられてい
るものと同様の性質を有するものとして経済産業省の確認を受けた製品については、本宣言の趣旨に鑑み宣言の対象製品に含めるものとする。

※2宣言対象製品に含まれるエネルギー属性のものについてはエネルギー消費時点までを対象とする。

具体的な対象製品（今年度から適用）

対象として整理していく製品（次年度議論）

政府の中長期的な支援措置がなくとも、製造事業者が追加の設備投資等を通じて生産した製品で、需要家の
Scope3が削減されるものについては、今後対象とする方向で該当性の判定に用いる具体的な指標を次年度検討。
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建築物のLCA推進体制

23

GX産業につながる市場創造に向けた取組

• GX価値が市場で評価されるためには、GX価値の見える化、GX製品の企業・公共での調達促進
等、GX市場を創出するための需要側の取組も進めることが重要。（令和6年12月26日GX2040ビジョ

ン(案)より。）

• このため、製造業においては具体的に、サプライチェーンの上流から下流までが連携した形で、
GX価値の共有や、先行調達及びそれを通じた需要の予見性向上を促進するための取組がいく
つか進展。

HtA産業におけるGX価値共有に向けた取組事例

例１：素材産業におけるGX価値の訴求促進
• “HtA産業におけるプロセス転換支援事業”において、より
下流のサプライヤーに対し、直接、GX価値を訴求する取
組を進める企業を加点評価。（令和6年10月）
✓ 具体的には、LCAの評価等によるグリーンプレミア

ムを表示した製品販売を行うことを想定。具体案は
企業の提案を重視。

✓ あわせて、最終製品メーカーと直接交渉する等によ
るサプライチェーン強靱化に向けた工夫も要件とし
て設定。

例２：「グリーン鉄研究会」の開催（概要は次ページ）
• 現在広がりつつあるグリーン鉄の販売に関し、需要家へ
の情報発信の在り方や、市場拡大に向けた課題について
検討し、今後のアクションを整理するもの。（令和6年10
月以降開催）

• グリーン鉄の需要創出のため、環境価値の表示方法の整
理、需要家への購入インセンティブの強化、政府による
優先的調達が重要と指摘。

• 令和6年11月より関係省庁で連絡会議を開催。
• 今後、建築物LCAに係る算定方法や、規制・誘導を含む制度のあり方を検

討。
• 公共建築物における率先的実施について令和6年度中に方向性を確認予

定。

出典：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/building_lifecycle/dai1/siryou9.pdf の図を簡素化

ゼロカーボンビル
推進会議

建設時GHG排出量算出
マニュアル

検討会（不動産協会）

関係省庁連絡会議
検討内容

・建築物のライフサイクルカーボン
の削減に向けた基本構想

・建築物LCAに係る制度化
・建材・設備に係るCo2原単位整備
・公共建築物におけるLCAの実施促進

建築物のライフサイクルカーボンの削減

金融庁、文科省、農水省、
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設計
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建材・設備
製造事業者
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参加・協力を促進／連携
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状況の
共有
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共有

連携

方針
論点の策定
提示

検討結果
提示
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本格稼働後の排出量取引制度に関する検討の視点
◼ 本格稼働後の排出量取引制度については、第１フェーズの実施状況を踏まえつつ、カーボンニュートラル実現に

向けた先行投資促進や、CBAM等の国際的な議論への対応等の観点から検討を進める必要。

①制度対象者の定め方

②目標設定の在り方

③目標達成に向けた規律強化

④取引の在り方

⑤その他、投資の予見性確保のための措置

⚫ 第１フェーズでは、業種別のカバー率（排出量に占める参画企業の割合）に差が生じていることを踏まえ、本格稼働後の制度
については、一定規模以上の排出を行う企業については制度の対象とすべきではないか。

⚫ そのうえで、制度対象者の範囲について、国内における排出量のカバー率や、諸外国制度とのイコールフッティング等の観点から、
どのような基準で決定すべきか

⚫ 第１フェーズでは、多くの企業が野心的な目標を掲げる一方、目標水準の客観性・公平性に課題。
⚫ よって、本格稼働後の排出量取引制度では、政府が策定した指針と整合するような目標設定を企業に求めることを想定。
⚫ 業種毎の特性や、各社のこれまでの取組の状況等、目標設定において考慮すべき要素としてどのようなものが考えられるか。

⚫ 第１フェーズでは、企業は３年間の排出量の総計目標を設定したうえで、目標を達成できない場合には、その理由を含めて対外
公表を求めている（クレジットの購入は義務づけないComply or Explain型）。

⚫ CBAM等の国際的な議論への対応も含め、制度の実効性をさらに高める観点から、目標達成のための規律付けとして、どのよう
な措置を講じるべきか。

⚫ 取引所において価格発見機能が発揮されるために必要な流動性を確保しつつも、制度の黎明期における取引秩序形成の観点
から、取引に関する規律（取引参加者の範囲・取引所のあり方等）をどのように定めるべきか。

⚫ 企業の投資予見性を高めるため、2026年度以降、上下限価格を設定し、その範囲に価格を誘導することを想定しているが、そ
の他、投資促進の観点から、制度設計上留意すべき点はあるか。

第1回カーボンプライシング専門WG資料
より抜粋（令和6年9月3日）
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１．素材産業の概観

２．GXの加速に向けた施策動向

３．経済安全保障にかかる施策動向

４．分野別投資戦略各論（化学、セメント、紙・パルプ）
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経済安全保障上重要な物資・技術の整理と政策アプローチ

• 新たな国際環境下で我が国の自律性、不可欠性が脅かされるリスクが高まる中、①
技術革新が進む領域での優位性創出、②技術優位性を持つ領域での技術の流出・拡
散防止、③過剰依存防止・是正のための「代替市場」、「代替供給体制」の構築が
重要。

• 国内製造業の各分野について、経済安全保障上重要な領域を特定し、官民連携して
リスクや影響を適切に評価した上で、サプライチェーンおよびバリューチェーン全
体を通して支援を行っていく。
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① 破壊的技術革新
が進む領域

② 我が国が
技術優位性を持つ領域

③ 対外依存の領域    

宇宙
衛星の複数運用により、高速、大容量、高頻度な通
信・観測サービスの提供を可能とする衛星コンステレー
ションが経済社会や安全保障の基盤として成長。
米中を中心に民間事業者の民需開拓が進む。

無人航空機（ドローン）
民生用途では世界で400億ドル（約6兆円）の
市場規模があり、防衛分野においても世界的
に重要な市場。

他方、国内メーカーにおいて本格的な量産体制は
整っておらず、マーケットの創出と量産体制の確立に
よるコスト低減の両輪の取組が不可欠。

コネクティッドカー関連システム
激化する開発競争の中、日系SDVグローバルシェア
３割目標達成に向けた関連政策の強化に取り組む。

宇宙
商用衛星の打上げの海外依存が著しく、打上げ費用の
海外流出や機会損失、衛星の輸送費やエンジニアの長
期派遣に係る負担など、衛星事業者の競争力の低下
にもつながっている。

宇宙
研究開発や設備導入支援等、サプライサイド
の施策整備がなされるも、特にフロンティア領
域における市場の不在により、育成した「不可
欠性」が社会実装されない課題がある。

工作機械・産業用ロボット
大手製造業を中心に、動作精度の高い工作
機械や産業用ロボットが発展。国内技術の
不可欠性維持が重要。

不可欠性
の維持

自律性
の回復

将来の不可欠性・
自律性の獲得

コネクティッドカー関連システム
外部との通信を可能にする車載用通信機器や車両を
制御する自動運転ソフトウェア等、経済安全保障上重
要となる技術・物資が増加。例えば、車載用通信機器
については海外依存度が高く、自動運転ソフトウェアにつ
いては米中での技術の進展が著しいことから特定国依存
が一層高まっていくおそれ。

重要鉱物
輸出管理対象の一層拡大を受け
①国家備蓄、②機動的な原材料確保に向けたサプラ
イチェーン把握、③原料確保に向けた上流の開発
について、政府として取組の強化が必要。

民間航空機
炭素繊維やエンジン用素材といった領域で、
日本からの供給が重要な役割を担う。今後、
航空機部素材の加工・組立等も含めたサプ
ライチェーン全体の製造能力向上が不可欠。



技術管理強化のための官民対話スキーム

事前報告の対象技術

①積層セラミックコンデンサ
（MLCC）

②SAW及びBAWフィルタ

③電解銅箔

④誘電体フィルム

⑤チタン酸バリウム

⑥炭素繊維

⑦炭化ケイ素繊維

⑦炭化ケイ素繊維

⑧フォトレジスト

⑨非鉄金属ターゲット材

⑩走査型／透過型電子顕微鏡
（SEM／TEM）

⑪磁気センサー

⑫スポンジチタン

⑬正負極バインダ

⑭固体電解質

⑮セパレータ製造装置
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• 我が国が不可欠性や優位性を持つ技術においては、海外工場移転など安全保障上の
観点から管理を強化すべき重要技術の移転に際して、官民対話を通じた適切な技術
管理の徹底を図るため、外為法に基づく事前報告制度を設けている。

• 技術移転を止めることが目的ではなく、原則として、対話を通じた信頼関係の下で
の解決を目指す。

スキーム概要

①事前報告
（外為法に基づき義務付け）

③許可申請を求めるインフォーム
（懸念が払拭されない場合）

現在の事前報告の対象技術

②官民対話による技術管理検討
（国から懸念情報等を提供）

経産省 事業者
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鉱山開発 製錬 一次加工 二次加工 ・・・ 最終製品

② サプライチェーンの分析
チョークポイントの把握③ 上流プロジェクト組成による供給源の多角化

上流から原料を確保
リサイクルの強化
国内製錬の維持強化

① 備蓄制度
輸出管理による輸出停止期間の長期化を踏まえた対応

利子補給金
管理運営費

経済産業省

JOGMEC

備蓄事業の実施

補助
(10/10)市中金融機関

借入

元金返済
利子支払

政府保証

国家備蓄倉庫

重要鉱物の安定供給確保に向けた今後の方向性

• サプライチェーン最上流における鉱物資源の自律性確保は、国内製造業全体にとって
重要な課題。

• 昨今、中国の輸出管理等の中長期的な供給途絶リスクの高まりを受けて、グローバル
なサプライチェーンの維持・強化に向け、特定のレアメタルを対象とした包括的支援
の必要性が増大している。

• 今後の方向性としては、輸出管理の対象が一層拡大していることを踏まえ、①国家備
蓄、②機動的な原材料確保に向けたサプライチェーン把握、③原料確保に向けた国の
主体的な取組を含む上流の開発、リサイクルの強化等による供給源の多角化について、
政府として取組を強化していく。

国家備蓄 リサイクル推進に向けた取組

• 経済安保基金（重要鉱物）では、2023年12月及び
2024年9月にリチウムイオンバッテリーのリサイクル工
程で製造されるブラックマスからリチウム／コバルト／
ニッケルを回収する実証に関する供給計画を認定。

• 経済安保基金（蓄電池）の安定供給確保計画では、
2024年度よりセル製造でリサイクル材を用いるための
工夫、蓄電池工場からの端材や不良品を原材料に再活用
する計画の記載を求めている。
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（参考）米国関税措置に対する日本政府の対応

• 米国トランプ政権による関税措置に対しては、日米間の協議により見直しを強く求
めつつ、国内企業に対しては相談窓口の開設など短期の支援策を実施。

• さらに４月２５日、政府として、５本柱の「米国関税措置を受けた緊急対応パッ
ケージ」を決定。

• 今後引き続き影響を注視しながら、追加的な対応については、米国との協議の状況
や、産業・地域経済・国民生活への影響を見極めた上で、躊躇なく行っていく。

“ワンストップ窓口”となる特設サイトの開設 「米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ」

基本方針
• 米国の関税措置が、相互関税の一部につき適用を一時停

止したとはいえ、自動車産業を始めとする我が国の産
業・経済、そして、世界経済に大きな影響を及ぼしかね
ないことに変わりはない。

• 引き続き、一連の関税措置の見直しを強く求めるととも
に、国内産業・経済への影響を把握・分析しつつ、資金
繰り支援など必要な支援に万全を期す。

• 米国との協議の状況や、関税措置による輸出産業、関連
する中小企業や地域経済、さらには国民生活への影響を
よく注視し、躊躇なく追加的に必要な対応を行っていく。

緊急対応策
（１）相談体制の整備
（２）影響を受ける企業への資金繰りを始めとした支援の

強化
（３）雇用維持と人材育成
（４）国内消費喚起策の強化と国民の暮らしの下支え
（５）産業構造の転換と競争力強化

• ４月１１日、米国関税措置の情報を集約した”ワン
ストップ窓口”となる特設サイトを経産省HPに開設。

• 全国の相談窓口の役割分担や基礎的Q＆Aを掲載。
また、特にニーズの高い詳細な関税情報はJETROの
HPに集約し、特設サイトと連携。



＜現在のサプライチェーンのイメージ＞

原料 基礎化学品 誘導体・機能材 最終製品 卸・流通 消費者部材/部品

素材産業 川下産業

化学メーカー（自社）
化学メーカー（他社）
他社（他業界）

多層構造化とそれに伴うブラックボックス化の改善が必要

サプライチェーン上の課題：企業間連携

• 特に素材領域においては、国際的な過剰供給問題を背景とした採算性の悪化等により、
経営合理化の一環で素材工場を閉鎖するなど国内事業者撤退による供給途絶リスクも
存在。

➢原因の一つとして、サプライチェーンが長く「多層構造化」し、様々な事業者が関
与することで、誰がどこで何を扱っているかという情報が「ブラックボックス化」。
撤退リスクのある事業者の存在を互いに把握することが困難。

• したがって、対面取引先（自社にとっての前後1～2社ずつ）のみならず、同じサプラ
イチェーンを構成する上流側と下流側が日頃から意識的にコミュニケーションをとり、
必要な価格転嫁の実施や代替調達の検討等を円滑に進めることが、サプライチェーン
の強靱化にとって重要。すでに強靭化され始めているサプライチェーンもあり、如何
にこうしたサプライチェーンに一段と強化していくかが今後の鍵。

➢こうすることで、素材メーカーが有する素材の価値、最終製品メーカーのニーズを
巡る情報交換が促され、必要な価格転嫁を通じたGX商品の市場創造にも寄与する。
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• サプライチェーンを強靭化させていくためには、サプライチェーン上の企業間での
円滑なコミュニケーションに加え、各企業内において経営層や調達部門間で、随時
調達方針に関するすりあわせを行うなど、経営課題と調達実務が連動することが重
要。

• 例えば、従来の調達価格・調達先の継続のみを目的にすることなく、経営層と調達
部門が、GX、経済安全保障、地政学的な視点や課題などを認識・共有し、新たな付
加価値を見据えて、調達方針を戦略的かつ柔軟に見直すなどの取組もその一つ。

• 昨今の世界情勢を踏まえると、企業内での調達部門の重要性が高まっており、社内
におけるKPIの見直しも含めて対応し、全社的なガバナンスとして位置づけていく
ことも重要。

サプライチェーン上の課題：企業内
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１．素材産業の概観

２．GXの加速に向けた施策動向

３．経済安全保障にかかる施策動向

４．分野別投資戦略各論（化学、セメント、紙・パルプ）
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化学産業のCO2排出量

• 2020年度の我が国のCO2排出のうち、産業部門のCO2排出は36％。うち、16％を占

める化学産業において、CO2排出量の削減は喫緊の課題。

• 化学産業では、エネ由来排出に加え、ナフサ等の原料利用による潜在的な排出も存在。
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化学産業エネルギー由来の排出内訳
（2020年度）

＜出典＞省エネポータルサイト「特定事業者等のエネルギー種類別の
エネルギー使用量」などを基に作成

非エネルギー排出

• 石油化学の原料として、ナフサを年間
約4,300万KL利用。

• 利用先製品が焼却された場合などにのみ
排出されるため、潜在的な排出。

• 例として、プラスチックの焼却により、年間
約1,600万tのCO2が排出。

プラ・ゴム製品など

• プラ・ゴム製品製造業は、標準産業分類
上は化学工業に含まれないが、広義の化
学工業として扱われる場合がある。

• 合計で約1,000万tCO2を排出。

約6,200万tCO2

ナフサ分解炉

1,064 万t

（17%）

その他石油化学製品

2,165 万t

（35%）

苛性ソーダ

1,391 万t

（22%）

産業ガス

432 万t（7％）

その他

1,172 万t

（19%）
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ナフサ分解からの化学品製造の流れとCO2排出

ナフサ

熱分解炉
(850℃)

蒸留

C2
エチレン

C3
プロピレン

C4
ブタジエン

C5
イソプレン

C6-8
BTX

メタン
LPG PE

PP
PVC

PMMA
：

ゴム
PS
PET
ABS
：

分解のためのエネルギー利用

約4,000万kL

基礎化学品

重合
等

誘導品

重合等のためのエネルギー利用
（熱・電気）

自動車

電機電子

医薬品

プラスチック製品

電子部品

ゴム製品

繊維製品

塗料・接着剤

CO2（約1,000万t） CO2（約1,600万t）

サーマルリサイクル・焼却

◆ 日本の化学産業は、ナフサ分解によりエチレン等の基礎化学品を製造・供給することにより、自動車や電気電子産業など、
川下産業の競争力の源泉となっている。

◆ また、化学企業はこれまで機能性材料（半導体材料、ディスプレー材料、電池材料など）等に注力。
現状、各社とも、売上規模は小さいが世界シェアの高い製品を多く有し、着実に利益を上げている。

◆ サプライチェーンにおける安定調達の観点からも、パイプラインで結合したコンビナートが発展。

ナフサ分解炉の
燃料転換による削減

CO2（約2,200万）

原料転換による削減
石炭火力・ボイラーの
燃料転換による削減

第１回GX実現に向けた専門家WG資料より抜粋
（令和５年10月５日）



石油化学コンビナートの立地とエチレン製造設備

• 石油化学産業は、原油由来のナフサを原料にするため、石油精製施設に隣接してコン

ビナートを形成。現在、８地域のコンビナートで、12基のナフサ分解炉が稼働中。

鹿島

千葉川崎

四日市

大阪

水島

周南

大分

2023年1月現在

区分 地域 会社名 生産能力
(万トン/年)

稼働開始

計 616.2

稼
動
中
（8
地
域
12
基
）

鹿島 三菱ケミカル㈱ 48.5 1992年6月

千葉

丸善石油化学㈱ 48.0 1969年4月

京葉エチレン㈱
（丸善石油・住友化学）

69.0 1994年11月

三井化学㈱ 55.3 1978年4月

出光興産㈱ 37.4 1985年6月

川崎

ENEOS㈱ 40.4 1970年4月

ENEOS㈱
（旧東燃化学）

49.1 1972年1月

四日市 東ソー㈱ 49.3 1972年1月

大阪
大阪石油化学㈱
（三井化学）

45.5 1970年4月

水島
三菱ケミカル旭化成エチレン㈱
（三菱ケミカル・旭化成）

49.6 1970年6月

周南 出光興産㈱ 62.3 1968年5月

大分 ㈱レゾナック・ホールディングス 61.8 1977年4月

計 110.1

停
止
済

鹿島 三菱ケミカル㈱ 34.3 1970年11月

千葉 住友化学㈱ 31.5 1970年1月

水島 旭化成㈱ 44.3 1972年4月

合計 726.3

（注）停止済のエチレンプラントはそれぞれ以下の年月（稼働年数）に停止。
三菱ケミカル：2014年5月、住友化学：2015年5月、旭化成：2016年2月 35



我が国のエチレン生産能力（ナフサ分解炉）の推移

◆ 大胆な構造調整を行った80年代初頭以降、バブル期に向けて再度生産能力は拡張。バブル崩壊後、緩や
かに内需と生産能力との乖離が拡大。2010年以降、一部プラントが廃止されたが、現在もなお内需と生産能
力との乖離は継続。

◆ 3割程度を輸出しており、主な輸出先は中国。中国は、新型コロナ感染症の影響もあり、需要の伸びが鈍化。
他方で、中国は今後、100万トン超の大規模なエチレン生産設備の新設・稼働が予定されており、我が国か
ら中国への輸出は徐々に難しくなり減少していく見込み。

36

第１回GX実現に向けた専門家WG資料より抜粋
（令和５年10月５日）



（参考）輸出が減少している例（エチレングリコール）

（単位：万トン）

会社名 新増設時期 新増設能力

恒力石化 (中国) 2020年(新設・中国) 160

鎮海煉油化工(中国) 2022年(増設・中国) 80

浙江石油化工(中国) 2020年(新設・中国) 75

シェル・ケミカル (米国) 2018年(増設・中国) 48

SABIC (サウジアラビア) 2021年(新設・米国) 110

南亜プラスチック(台湾) 2021年(新設・米国) 80

MEグローバル (ドバイ) 2019年(増設・米国) 75

ロッテケミカル (韓国) 2019年(新設・米国) 70

リライアンス(インド) 2017年(新設・インド) 75

合計 773

（参考）世界の生産能力：3,113万トン

72 64 69 59 54 35
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（万トン）

生産量・輸出入量 世界の新増設（2017～2022年）

37出所：石油化学工業協会統計資料等をもとに作成

出所：化学品ハンドブック（重化学工業通信社）をもとに作成

• エチレングリコールは、輸出の９割が中国向けであるところ、直近での輸出量が大き

く減少。

• 中国と米国で設備投資が進んでいる。



中国国内の需給動向（エチレン）

※エチレン換算とは、主要エチレン系製品（エチレン単体も含む）をそれぞれの原単位でエチレン換算し集計算出したもの。
＜出典＞グリーンマテリアル産業への転換を通じた競争力強化に関する調査、GTA等から経済産業省作成

＜中国国内の需給バランス＞

＜出典＞石油化学工業協会「石油化学工業の現状2022年」
を基に経済産業省作成

（万トン）

既存設備

新設予定

内需

エチレン換算輸入

生産

38

（万トン）

＜中国のエチレン生産設備能力＞

4580万トン

2607万トン

7187万トン

2022年 2027年(予定)

• 我が国の主な輸出先である中国において、エチレン需要は増加傾向。ただし、足下は

生産が増加するなか内需は減少し、輸入が大きく減少。

• 中国では今後、100万トン超の大規模なエチレン生産設備の新設・稼働が予定されて

おり、我が国から中国への輸出は徐々に減少していく見込み。
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今後の方向性；燃料転換及び原料転換（ケミカルリサイクル、バイオマス利用）

現状：ナフサ  石油化学製品

①燃料転換
アンモニア等

②原料転換
ケミカルリサイクル（廃プラ利用）/バイオマス利用等

基礎
化学品

プラ・ゴム
素材

プラ・ゴム
製品

ケミカルリサイクル 
CO2削減

アンモニア燃料

ナフサ

基礎
化学品

◆ 化学産業のカーボンニュートラルの実現に向けては、
①ナフサ分解炉の熱源や石炭火力等の燃料をアンモニア等脱炭素燃料へ切り替える「燃料転換」
②ナフサ由来の原料から転換する「原料転換」（バイオエタノールや廃プラスチックからの化学品製造）

を並行して進めることが重要。
◆ BASF等の海外企業では、化学製品の低ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄを訴求する動きが見られ、CBAM（炭素国境調整措

置）も見据えると、従来の高機能という我が国の強みに加え、低炭素な化学品の供給拡大が不可欠。

バイオマス

機能性
化学品

バイオマス利用 バイオプロセス

機能性
化学品

第１回GX実現に向けた専門家WG資料より抜粋
（令和５年10月５日）
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CO2等を用いたプラスチック原料製造技術開発（国費負担上限額：1,540億円）

【研究開発項目４】
アルコール類からの化学品製造技術
の開発

• メタノール等からエチレン、プロピレ
ン等のオレフィンを製造(MTO)す
る触媒収率を向上(80～90%) 。

• 人工光合成については、高い変換
効率と優れた量産性が両立できる
光触媒を開発し、実用化を目指す。

光触媒パネルの大規模実証

MTO実証

【研究開発項目３】
CO2からの機能性化学品製造技術の
開発

• ポリカーボネートやポリウレタン等の機
能性化学品を合成する際に、一部
化石由来原料のCO2代替を目指す。

• 電気・光学・力学特性等の機能性
向上にも取り組む。

高機能ポリカーボネート
（カメラレンズ）

【研究開発項目２】
廃プラ・廃ゴムからの化学品製造技
術の開発

• 廃プラ・廃ゴムからエチレン、プロピ
レン等のプラスチック原料を製造
する技術を確立。

• 収率60～80%で製造し、さらに
製造時に排出するCO2も従来の
半分程度を目指す。

廃プラ熱分解油
（プラ原料）

【研究開発項目１】
熱源のカーボンフリー化によるナフ
サ分解炉の高度化技術の開発

• 現行はナフサ分解炉から発生する
オフガス(メタン等)が熱源。

• 本事業では、ナフサ分解炉の熱
源をカーボンフリーであるアンモニ
アに転換する世界初の技術を開
発する。

約850℃でナフサ熱分解してい
る炉の熱源をアンモニアに転換

【CO2排出の７割程度削減を目指す】 【CO2排出の半減程度削減を目指す】

【CO2原料化を目指す】 【グリーン水素とCO2から製造】

• プラスチック原料のほとんどは石油精製で得られるナフサ由来であり、化学産業から排出される

CO2の約半分がナフサを分解してエチレン、プロピレン等の基礎化学品を製造する過程等に起因。

• 廃プラスチックの約60%がゴミ焼却発電等の熱源として利用（サーマルリサイクル）され、最終

的にはCO2として排出されているため、抜本的な対策が必要。



化学領域におけるGX支援のイメージ

①CO2の排出源であるナフサ分解炉の熱源や石炭火力の燃料を、水素・
アンモニア等へ転換（燃料転換）し、②ナフサ由来の原料から転換し、
廃プラスチックやバイオを原料にする（原料転換）などの脱炭素化を図り
ながら、国際競争力のある高付加価値化学品を生成する案件に
対して支援

⇒エチレンなど基礎化学品の内需の減少などを踏まえ、最適なコンビナート
の再構成を手掛けながら脱炭素化を進める等、構造転換の礎となる
案件に対して特に重点的に支援

石炭火力等を単にLNG転換する場合や、CO2の削減率が大きくない
原料転換の取組などに対しては、省エネ補助金等の既存支援策を活用し
民間投資を加速。

◆ 2050年カーボンニュートラルを実現するための課題は、①ナフサ分解炉や石炭火力等の燃料転換、②ナフサ原料
からの転換（原料転換）による、基礎化学品の内需減少に伴う過剰供給能力の適正化。

◆ これら課題解決に繋がるトップランナーとなる案件に対して国が支援することで、化学業界のGX化を促し、脱炭素
化を通じた高付加価値化学品を生成し、国際競争力の維持・強化に繋げる。

政府が支援する取組の成果の横展開を通じて、脱炭素化に向けた民間投資を加速

支援優先度

燃料転換
and/or

原料転換

既存支援策の
活用

民間独自による
投資

政
府
支
援
あ
り

GI基金

• アンモニア燃料
型分解炉

• CO2を原料と
する機能性プラ
製造

• 人工光合成等
からの化学品
原料製造

等

R&D 既存技術を活用した脱炭素化とR＆D成果の両輪によるGX技術の加速

41
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投資促進策等を通じて目指す姿 ＜化学・紙パルプ分野＞

バイオ原料

紙パルプ業界

化学業界
原料 川上 川中 川下

付加価値領域の
グリーン化による

国際競争力の強化

コンビナート構造転換

• ナフサクラッカーの稼働率
の適正化
• 燃料・製造プロセス転換
（バイオ利用、ケミリサ等）

等

ナフサ

廃プラ

パルプ

エタノール

SAF

競争力のある
グリーン基礎化学品

を供給
自動車

半導体など電機電子

化粧品・医薬品

建築土木

エネルギー

消費財

マーケットイン型アプローチで
ブランドオーナーに対して

グリーンな付加価値品を供給

GXを契機とした上流の競争力強化を皮切りに自動車や半導体産業などを含むバリューチェーン全体の価値を向上させていく

コンビナート構造転換
による川上の筋肉質化

（収益性向上）

機能性化学品領域の
国際競争力強化

川下産業の
国際競争力強化

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン

G
X

に
よ
る

経
済
効
果

バイオリファイナリー事業に
よる付加価値向上

＞

• GX投資を契機に、コンビナート再編とマーケットイン型の化学品の供給を更に推進するなど化学

業界の構造転換を推進し、化学業界の国際競争力を底上げしていく。加えて、バイオリファイナ

リー事業の拡大を通じて紙パルプ業界の競争力強化を図ると共に、化学業界との連携を進め素材

産業の構造転換を図る。



• エチレン等生産設備の稼働率
の適正化

• 脱炭素化（サプライチェーン強
靭化含むマーケットイン型への
変革）

• ポートフォリオの見直し（同時
に、基礎化学品の競争力の価
値見極め）

オレフィン(C2-C4)
イソプレン(C5)
芳香族 等

基礎化学品

• コア部材・部品ニーズを更に捕捉し、
ポートフォリオ見直と、サプライチェー
ン強靭化

• 投資家へのわかりすい説明と、それに
伴う企業価値の向上

樹脂
エンプラ
添加剤

等

生産財
フィルム、塗料、

コーティング、化学繊維、
接着剤、肥料 等

誘導体・機能材

自動車
電機・電子

建設

機械

医療

日用品・食品

部材/部品 最終製品原料

石油・ガス・
鉱物

リサイクル原料
バイオ原料

等

• 低稼働のもとでの基礎化学
品の安定供給（海外品流
入に伴い価格転嫁が困難
な構造）

• 同様の製品ポートフォリオを有する企業
が
複数存在

化学産業が
抱える

現状の課題

国際競争力
の

強化に向け
た

方向性
（案）

化学産業の
バリューチェー

ン

素材産業（川中） 川下産業

業界として検討が進む

さらなる競争力強化に向けて
川中領域も視野に検討を加速し

ていくことが重要

化学産業：国際競争力強化に向けた方向性

• 更なる化学産業の競争力強化に向けては、川中である誘導品領域も視野に入れて
ポートフォリオの見直しやサプライチェーン強靭化等の検討が進めていくことが重
要。
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素材産業（川上)



１．素材産業の概観

２．GXの加速に向けた施策動向

３．経済安全保障にかかる施策動向

４．分野別投資戦略各論（セメント）

44
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セメント製造の流れとCO₂排出

◼ セメント製造では、原料の石灰石（CaCO3）の焼成により脱炭酸
※することでCO2が必然的に発生。

その際、900～1450度のキルン等での焼成工程と自家発電・ボイラーの燃料として石炭等の化石燃料を
利用することでCO2が発生。カーボンニュートラル実現のためにはこれら両面の脱炭素対応を行うことが必要。

石灰石
（CaCO3）

粘土、珪石・
鉄原料等

原料工程
（原料の攪拌等）

砂利・砕石等

石炭等の化石燃料由来の
CO2（約1,500万トン※）

燃料転換
サーマルリサイクルボイラー等への転換

原料転換
CO2回収・有効利用等

セメント

コ
ン
ク
リ
ー
ト

※脱炭酸：CaCO3→CaO＋CO2

電気
熱

CO2

CO2

CO2

石炭はキルン内で焼成熱として利用した後、
焼成後の石炭灰を原料としても利用。

セメントの中間品
「クリンカ」

廃棄物

ロータリーキルン

廃棄物

CO2の流れ
原料の流れ

仮焼炉

石炭

せっこう、
混合材等

1450℃

900℃

ボイラー・発電設備

プレヒーター
（予熱器）

原料である石灰石由来の
CO2（約2,500万トン※）

原料利用
（CO2回収
・有効利用等）

（出所）日本温室効果ガスインベントリ報告書 ※2022年度。合計すると、日本全体の温室効果ガス排出量の約3.5％

第２回GX実現に向けた専門家WG資料より抜粋
（令和５年10月26日）
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◼ セメントは廃棄物を燃料や原料として無駄なく利用し、循環型社会において重要な役割を担う。セメント１トン
に対して約500kgの廃棄物等を利用。産業全体で約3,000万トン（国内で発生する廃棄物全体の
約5％）を受け入れ（セメント製造業からの副産物や廃棄物はほぼゼロ）。

◼ 東日本大震災以降は、災害廃棄物の受入れ処理するなど、セメント工場の稼働は自治体の災害復旧に貢献。

◼ こうした地域での社会貢献に加え、防災・減災への投資や、公共インフラ（橋梁、護岸、高速道路）の更新など、
今後も社会を支える必要不可欠な産業であり、GX実現に向けて、脱炭素化に取り組む必要。

災害廃棄物の受入処理例

発生年 自然災害

2011年 東日本大震災

2014年 広島県土砂災害

2015年 関東・東北豪雨

D.Waste-Netに加入

2016年 熊本地震

2017年 九州北部豪雨

2018年 西日本豪雨

2019年 台風１９号、九州北部豪雨

2020年 豪雨

（参考）災害廃棄物受入量について
－東日本大震災 110万トン
－熊本地震     22万トン

廃棄物の受入量の推移

GX/循環経済におけるセメント産業の重要性
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今後の方向性；セメント産業の燃料転換及び原料転換

現状：エネルギー由来・プロセス由来のCO2排出

①燃料転換
サーマルリサイクルボイラー等への転換

②原料転換
CO2や廃棄物等をリサイクルしたセメント製造等

◼ セメント産業のカーボンニュートラルの実現に向けては、
①焼成工程や石炭火力等の燃料を廃棄物やバイオマス等へ切り替える「燃料転換」
②廃コンクリート等をリサイクルし、CO2の回収・再利用を伴う「原料転換」によるカーボンニュートラルセメントの
生産拡大

を並行して進めることで、資源循環を通じた構造転換による脱炭素化を進めることが重要。

廃コンクリート等の
カルシウム源

CaO

炭酸カルシウム
（CaCO₃）

CaO抽出炭酸塩生成

セメント

セメント
生成

酸化カルシウム
(CaO)を抽出

酸化カルシウムに
CO₂を固定

カーボンリサイクル
セメント生成等

焼成等

石炭から廃棄物、天然ガス等への転換
CO2

セメント工場
（キルン、自家発電）

回収
CO2有効利用

（メタネーション、CCS等）

第２回GX実現に向けた専門家WG資料より抜粋
（令和５年10月26日）



グリーンイノベーション基金を活用したカーボンリサイクル技術開発等（セメント）

①CO₂回収型セメント製造プロセス：太平洋セメント、IHI、東京瓦斯
②多様なカルシウム源を用いた炭酸塩化技術：住友大阪セメント、山口大学、京都工芸繊維大学、東京工業大学、UBE三菱セメント、東京大学、大成建設

＜グリーンイノベーション基金「CO₂回収型セメント製造プロセスの開発」事業イメージ＞

①CO₂回収型セメント製造プロセス ②多様なカルシウム源を用いた炭酸塩化技術の確立

【支援規模総額】約200億円 ※2021年度から10年間の概算。提案総額であり、今後の手続き等により変更の可能性あり
48

⚫セメントの原料は石灰石や粘土など。主な原料である石灰石（CaCO₃）は、脱炭酸反応

により、CO₂が必然的に発生するため、革新的なセメント製造プロセスの確立が必要。

⚫このため、グリーンイノベーション基金を活用し、以下の技術開発に取り組み、社会実

装を目指す。

➢ ①CO₂を全量近く回収する、CO₂回収型セメント製造プロセスの開発

➢ ②回収CO₂を用いた、多様なカルシウム源を用いた炭酸塩化技術の確立



セメント領域におけるGX支援のイメージ

①焼成工程や自家発電で使用する石炭ボイラーをサーマルリサイクルボイ
ラーへ転換（燃料転換）し、②セメント製造プロセスにおけるCO₂回収
技術の実装を図りながら、新たに市場獲得に寄与する案件に対して支援

⇒カーボンリサイクルセメントの生産拡大する過程において、廃棄物等の資
源循環に貢献する等、構造転換の礎となる案件に対して特に重点的に
支援。

石炭ボイラー等をLNG転換する場合や、既存設備を省エネ型の設備に更
新する取組などに対しては、省エネ補助金等の既存支援策を活用し民間
投資を加速。

◆ 2050年カーボンニュートラルを実現するための課題は、①焼成工程や石炭火力のボイラーの燃料転換、② セメント製造
時に発生するCO₂の回収技術の実装（原料転換）によるカーボンリサイクルセメントの生産拡大。

◆ これら課題解決に繋がるトップランナーとなる案件に対して、国が支援することで、セメント業界のGX化を促し、国内にお
ける国土強靭化の強化、および、廃棄物処理といった社会機能を維持しつつ、製造プロセスにおけるCO₂回収技術の社
会実装を図る。

政府が支援する取組の成果の横展開を通じて、脱炭素化に向けた民間投資を加速

支援優先度

燃料転換
and/or
原料転換

既存支援策の
活用

民間独自による
投資

政
府
支
援
あ
り

GI基金

• セメント製造プ
ロセスにおけ
るCO₂回収技

術の設計・実
証研究

• 多様なカルシ
ウム源を用い
た炭酸塩化技
術研究

等

R&D 既存技術を活用した脱炭素化とR＆D成果の両輪によるGX技術の加速
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投資促進策等を通じて目指す姿 ＜セメント分野＞

原料 セメント製造 コンクリート製造 エンドユーザー

国内

海外

海外製造拠点
国内で確立した技術を
活用して競争力のある
グリーンセメントを製造

海外のCBAM等を
見据えた

グリーンセメント製造
技術の確立

生コン製造
コンクリート製品製造

生コン製造
コンクリート製品製造

建設事業者
住宅・商業施設建築

インフラ建築

建設事業者
住宅・商業施設建築

インフラ建築

生コン製造
コンクリート製品製造

建設事業者
住宅・商業施設建築

インフラ建築

グリーンセメント輸出

石灰石

廃棄物

補助セメント質材

グリーンセメント
製造技術の展開

• グリーンセメント製造技術を活用した海外展開により外需を獲得し、国際競争力の

維持・強化を図ると共に、当該技術の成熟度や国内の脱炭素化市場の動向を見極

め、グリーンセメントの国内需要にも対応。

• 同時に、廃棄物を燃料や原料として無駄なく利用するセメント産業の重要な機能も着

実に実施。

グリーンセメント供給



１．素材産業の概観

２．GXの加速に向けた施策動向

３．経済安全保障にかかる施策動向

４．分野別投資戦略各論（紙・パルプ）
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紙の製造工程とCO2排出

（出所）日本製紙連合会HPより作成

◼ 紙の製造工程は、木質チップと古紙を原料にパルプを作る前工程と、パルプから紙を作る後工程からなる。

◼ 特に、パルプを作るにあたって木材に含まれるリグニンを除去する工程や、液状化したパルプ（99%水分）を乾燥し
紙にする工程で多くの熱・電気が必要。乾燥工程では、約150～200℃の熱を利用。高温帯の産業用ヒートポ
ンプで代替することも考えられる。

蒸解窯

木質
チップ

黒液

古紙ほぐし、
インク除去等

古紙

燃料転換
（石炭からの転換、電化等）

前工程（パルプ製造） 後工程（紙製造）

蒸気による乾燥

パルプ

古紙
パルプ

ボイラー・発電設備
石炭

石炭等の化石燃料由来の
CO2（約1,500万トン※）

パルプの繊維引き延ばし、
水分除去等

CO2

紙製品

電気・熱

電気・熱 電気・熱

※2022年度。日本全体の温室効果ガス排出量の約1.3％

第２回GX実現に向けた専門家WG資料より抜粋
（令和５年10月26日）



日本（2020年）
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紙・パルプ産業のエネルギー構成

32.5%

60.5%

重油

石炭

バイオマス
（黒液含む）

ガス

その他

欧州（2020年）

30.2%

11.6%

5.5%

重油

石炭

7.3%

10.2%

ガス8.0%

黒液
購入電力他

廃材・
ペーパースラッジ他

廃タイヤ・RPF他

28.2%

41.8%

15.4%

2.6%
0.6%

購入電力・蒸気等

石炭

重油

ガス

バイオマス

11.2%

黒液

60.5%

2.8%

１.5%

2.7%

◼ 欧米の製紙工場は、安価で豊富な森林資源からパルプを大量に生産することで大量の黒液を得るなど
バイオマス燃料を安価に入手することが可能であり、これらを最大限活用。

◼ 日本の製紙工場は、黒液を活用しているもののその割合は高くなく、石炭等の燃料を活用している状況。

27.3%

米国（2020年）

（出所）日本：紙パルプ産業のエネルギー事情、米国：EIAデータ、欧州：CEPIデータ

第２回GX実現に向けた専門家WG資料より抜粋
（令和５年10月26日）
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今後の方向性；燃料転換及びバイオリファイナリー産業へ事業展開

現状：紙製造時の乾燥工程等におけるCO2排出

①燃料転換
（石炭からの転換（黒液・ガス）、電化等）

②バイオリファイナリー産業への事業展開
（異業種との連携）

◼ 紙パルプ産業のカーボンニュートラルの実現に向けては、
①石炭火力等の燃料を「黒液（木材からパルプを製造する際の副生物）」等へ切り替える「燃料転換」
②安定的に調達できるパルプを軸に、バイオリファイナリー産業への事業展開（セルロース製品（CNF等）、
バイオエタノールなどの製造）

を並行して進めることが重要。

◼ 紙パルプ業界が、バイオリファイナリー産業で勝ち戦となる「業界構造」に変革していくことが不可欠。
その際、異業種と連携して、スケールメリットを獲得できる体制を構築していくことが大前提。

紙製品パルプ
バイオエタノール、セルロース製品、微生物由来製品等

需要減

乾燥

バイオリファイナリー産業黒液燃焼

パルプの
用途拡大 産業の成長と、日本全体での排出削減への貢献

第２回GX実現に向けた専門家WG資料より抜粋
（令和５年10月26日）



これまでの主な用途

⚫ 紙の製造工程は、①木材チップを加熱・溶かして木質繊維（パルプ）を取り出す。②パルプを引き伸ばし、蒸気によ
り乾燥（約150℃）する。この製造工程において、多量の熱・電気エネルギーを要する（ボイラーで蒸気を発生し、
熱を取り出すとともに発電する）。

⚫ GXに向けた取組として、木材の用途を（従来の紙から）拡充する。
①燃料；製造工程で副産物として得られる黒液を、ボイラーの燃料として有効活用する（石炭の代替）。
②バイオ由来製品；木質繊維（パルプ）を加工して、バイオ化学品・燃料（セルロースナノファイバー、バイオコンポ

ジット、バイオエタノール）の原料とする（バイオリファイナリー事業）。
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紙の製造工程（木材から製造）と、GXに向けた用途拡大

木材 パルプ

木材チップを高温高圧の
釜に入れ繊維を取り出す

紙・板紙（段ボール）

セルロース
ナノファイバー

／マイクロファイバー

バイオ
コンポジット

バイオ
エタノール

糖化・発酵

繊維をほぐして微細化

化学品・SAF
等

石油由来の樹脂と混合 自動車部品等
（外装品）

自動車部品等
（タイヤ、エンジンカバー）

ボイラーの燃料として活用
（工場内の熱・電力を供給）

引き伸ばし乾燥

今
後
期
待
さ
れ
る
新
規
用
途

繊維と繊維の接着成分（リグニ
ン）が黒い液となり溶け出す

黒液



紙パルプ領域におけるGX支援のイメージ

①石炭火力の燃料を黒液等へ転換（燃料転換）し、
②バイオエタノール、セルロース製品の製造などバイオファイナリー産業
への転換を図りながら、市場獲得に寄与する案件に対して支援

⇒バイオリファイナリー産業への転換にあたっては、複数社（ユーザー企
業等）で連携しスケールメリットを得ることを念頭に、業界の構造転
換の礎となる案件に対して特に支援。

石炭ボイラー等をLNG転換する場合や、既存設備を省エネ型の設備に
更新する取組などに対しては、省エネ補助金等の既存支援策を活用し
民間投資を加速。

◆ 2050年カーボンニュートラルを実現するための課題は、①石炭火力等の燃料転換、②紙需要の低下に伴う過剰
供給能力の適正化。

◆ これら課題解決に繋がるトップランナーとなる案件に対して国が支援することで、紙・パルプ業界のGX化を促し、
国内における紙の安定供給を行いつつ、脱炭素化を通じたバイオファイナリー産業へ転換を図り、業界として国際
競争力の強化に繋げる。

政府が支援する取組の成果の横展開を通じて、脱炭素化に向けた民間投資を加速

支援優先度

燃料転換
and/or

バイオファイナリー
産業への転換

既存支援策の
活用

民間独自による
投資

政
府
支
援
あ
り

• CNF製造・量
産プロセスの技
術開発

• バイオものづくり
に関する研究
開発

等

R&D 既存技術を活用した脱炭素化とR＆D成果の両輪によるGX技術の加速
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⚫ CO2排出削減が特に困難な産業である鉄・化学・紙パルプ・セメント等の素材産業において、 排出
削減のために必要な設備投資費用を補助することを通して、素材産業のGX投資を後押し。

⚫ 2025年1月に、日本製紙における石炭ボイラーを停止し、黒液ボイラーに燃料転換する事業につい
て採択決定。

燃料転換プロジェクトへの支援例（設備投資支援）

■投資額・支援額
• 555億円の投資に対し、183億円を支援（補助率

1/3）。

■プロジェクトの概要
• バイオリファイナリー事業の拠点となる石巻工場のエネル

ギーの脱炭素化による競争力強化を目的として、石炭ボ
イラーを停止して高効率な黒液ボイラーに置き換える計
画。

※バイオリファイナリー事業とは
• 動植物などから生まれた再生可能資源であるバイオマスを原料として、バイオ

燃料やバイオ化学品を生産する事業のこと。紙パルプ産業は、紙製品の需
要減少への打ち手として、木材パルプなどを活用し、バイオエタノールやバイオ
樹脂などを製造し化学産業との連携を目指す。

※黒液ボイラーとは
• 木材からパルプを製造する際の副産物である「黒液」を燃料として燃焼さ
せるボイラー。大規模なCO₂排出量削減に貢献。

日本製紙の案件の概要 日本製紙のGX戦略の概要

• 黒液ボイラーへの燃料転換を契機に低炭素製品が生
産可能となる素地を整え、石巻工場を低炭素製品の
主要生産拠点とする。

• その上で、①グリーンプレミアムを導入したGX紙製品の
展開、②バイオリファイナリー事業のスケール化を実現。

上記①②いずれも2030年頃、グローバル含めたGX製品市場の
立ち上がりに合わせ、石巻工場での成果を他の生産拠点に展開
し、供給能力を拡大していく。

①グリーンプレミアムを導入したGX紙製品の展開

低炭素への取組に積極的な企業等、幅広いステークホルダーに
向けてGX製品の供給等を実施。

②バイオリファイナリー事業のスケール化

モビリティー分野への製品の供給や将来的な顧客ニーズを見
据えた製造工程も含めた脱炭素化を図る。
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